
Ｐ･Ｎ･ダール，Ｈ･Ｆ･リドール共著『インド経済開
発における小企業の役割』(書評)

著者 伊藤 正二
権利 Copyrights 日本貿易振興機構（ジェトロ）アジア

経済研究所 / Institute of Developing
Economies, Japan External Trade Organization
(IDE-JETRO) http://www.ide.go.jp

雑誌名 アジア経済
巻 6
号 1
ページ 92-93
発行年 1965-01
出版者 アジア経済研究所
URL http://doi.org/10.20561/00052260



Ⅰ

Ⅱ

1965010094.TIF

機：評

P•N• ダ… lレ， H ・ F• リドー Jレ Jt省：

『インド経済開発にむける

小企業の役割J
P. X Dhar & H. F. Ly<lall, The Role げ。ふnallj 
Enterpri.,・,・s i11 Indian E,・11110111ι］），，’velリ／リ＇／／l'!lt. c: 
Bombay『.＼，j,il》ublishing! louse. 1961, xiii十＇I;,p.三

インドのす、しtに関する著作で その行論i'lfいこ興味
心〕る論議がか勺づ】のや，政府統，Jやその他の情報士分析

的に吟味しζ議鋪を構成してし、今ものはきわめこ析とあ

る。ゾレンにかかわる意見の緯列にすぎなし、著作が多レ

L. また実態調査報告にしても，必ずしもその本来の間

組意識が鮮il)Jてi.l: t（いのが多十かLPである。｛（｝：パ，こ

・・， Ir、う潮洗♂lf川、ヴ特異なず［｛EI::Iて注目さ j1 ・：： れで

あろう。本替の目的は小工業政策の諸目的とか訟につい

てより基本的な考察を試みることにあり，そのアプロ－

fは首！毛－/'1L、＇，1析も鋭b、ht「、である。

周知のよ川二、 fンドにおンごtt、小企業は大告でねこ

比較して， 1/f[.lfjめ恥などの特fin七l格をもつもび｝と強調

され，その性格が経済計画の中で戦略的に利用されてい

る。本書は，まず小企業を“伝統的小企業”（traditional

叶11allenterpri町！と，“近fl、i'1'J小企業”（modじr11 small 

industry）とをiii校日IJL，小企業にr巳ける上述。、 時't(i'J：こ

認識されている性格と特長は実は多くの場合加者にのみ

かかわることであり， j走者に関しではほとんど期待でき

f山、のが現実であり，その料った認識は二種の小企業~

iJUr.Jしたfこめに111:1をする， こ治じ：u、る。しかし f，ち

乃ん近代的 tト企業の役割合会1i1ii'1'Jに否定する♂〉ではな

νG現実にそれが果たしている役割を検討することによ
ゥて，，11・画のなかで与えられるべき役割！の変吏を主張
，特に現行（，＇），ト企業政策！ハ「ア。 ¥1ーチにたし、Lご強力

，＇（批判をす予の守ある。

なお，本J,;；！土テJーのInstitut，、。fEconomic (; rowth 

とM I. T.の HF. LydallとP.N. Dharの共同研究

の成果てーあるコその内容の骨子は以干のとおりであるじ

で伝統的生産物を生産するもの）と近代的小企業（近代

i'i'.J肢体jで遅代的生児物をi1'・り，ミlとLて郎市に存在L.

v ni X; 働力にたより，／J;(jf市場も販売iii場も遠しか.) 
広範なtの） ！こ！竣＇，jlJL，内企業のイ L j、工業に占めるj也
f立を別らかにするυ

第2章（小企業援助を弁護する諸論議〉一ーは本脊の

れ心的，＇(i＼分で，小た業の役割につUて 般に認識されて

νるl＇しi.）の論議を批判＇1'Jに検討する

その第 ll土“房長用論議”で，小企業は大企業に比して

資本1Jll位当たりの腫用創出効果が大きい，とする論議

で;ih’：， しかし，経済号証拠の見地か人すれば‘稀少な資

一十べ月比牲を極大にすることが最も大切ーであリ，事実，

hr'4i f:il/ I＇，効果を l:'JkjるItも，小企業のほうが資本の今

魔性が高いと考える者が多い。ところで，大・小企業開

の資本産出高比率を企業種の平均で比較すると，大企業

江主 if丸小企業n粍て業が多u、かん，結／，.）重工業は資本

氏iI＇，，：＇：，比率が高く、将！二業 i土｛fl;＂、， と十うあたりまえの

ことを立託することと金わりなく， S誌の比較は同一業種

内の大・小企業問でなされなければならないD 近代的企

業で竺のような比較をすると，規模の大きくなるほど，

資本の生産性の高くなることが明らかとなる。伝統fドjノト

企業も近代的小企業よリ資本の生産’rt.がi白iい。このこと
は本米あたりまえのはずである。なぜならば大企業との

問の技術的懸隔は小さし多交代制が採用しがたく，規

般の経済を享受しえなL、からである.！五fI:;的，J、企業を伝

統的ト企業と混同するかじ，この係の，ill;解がおこるr

i.+i二は，“分散論t説、じそれは，小ii：業のほうが，

J也滅的拡散がなしやすし‘手段であるという前提にたって

いるけしかし労働者数で都市・農村分配比をみると，最

ι／；1,,lir＇，比重の大き Lのは近代的小企業である。か J ,,  
化学‘機械工業等のきわめて近代的な業褐ほどその傾向

が強く，ごく小部分しか農村地域に存在していなし、。伝

統的小企業はその起源の性格上，農村に多い。これらの

土／：＇（士号近代的小企業が最も後進地方に発展しがたいと

寸二とを意味しでも、九後進地かの工業化は，大企業

がlf進出し外部経1斉と熟練労働)Jl：を創造しては仁

めて小企業が創設されてゆく過程で可能なのである。こ

こでも伝統的小企業と混同してはならない。ただ，後者

IJれi庁f官製の過11'で？をiliする運命にあるから，このi即日i

][ 企!l!li1! 1すぎではな，・＇ ！（い。いくつかω伝統的産業， fr

に ld,adiの場合，このIJ的で多額tこのぼる直接間接の怖

第1芳：（インドにおける製造工業の構造〕 叶ト企業 11/J '.r'が支給されているが、その補助余は“資本”産山市

立伝統的小企業件、J1客工業・家内工業などで，伝統的技術 比二不全事実上は高め，資本の節約と」、う役割をも失わせ
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しめ／）＇》ある 1

第3は，“社会的・政、冶的緒論議事”で，そのうち“公平”

の観点は，小企業のほうが，庫高用者，被雇用者問の差が

小さU、ことを問題にする泊1町小金業労働者の賃金はきわ

「＼I；てfJl;水準であり，事

ti：会円貯蓄率を低めるカA，，守経済有UKの見地から好まし

くない。つぎに，デモ今ご7＞一除!ili:・".iEJ.存を問題にする

在見j

第4に“潜在資源、動j員の諭議”であるがその最も重要

なものは，企業家精神の動員の問題である。しかし小

企業家の不足は全インド的にはみられない。むしろ，よ

り能率的である中規模企業騒が簿く，政策の重点は，非

能率的な小企業の倉lj成よりも，小企業の中規模化になけ

れit ならなし、。

結論として，小規模であるがゆえに民助するとかう傾

rt,r u，ある現行の政策は，理論／r'.J摂拠に乏しく，政策の方
向l士有能な小企業がその1m伝すζ、諸問搬を除去してやる

!:11旬になければならなL、。

第3章（工業団地〕一一上述の考察方法を背景にして，

いくつかの工業団地の実態調査に基づし、て，第2章の結

論の正しいことを確認する。まず，工業団地の理論的根

拠は確かに認めてよいが，その成功の大前提はその存点

す三：J土地が既にある程度工業化を達成していなければな

らたいとu、うことであるr i：業同地i'Ifドは後進地方のγ－

1：，ヒに創造的役割を果fニLてL、たL、 I i1地のもう一つの

役；l,1Jとしての入植したrト｛1＇業祁五間二ハ外部経済創出作用

i,司後進地方の小団地では！J,JK,:LてLι。団地入植の最

大の動機は原材料・電力供給の政府による保証である。

現在小企業にとって最大の問題は原材料不足であるが，

問地設立そのものはその全般的解決に何ら役立たなし、。

さらに，入楠小企業は近代的小企業守あるため，資本節

約的でなヤ。団地の意義はおrfi':業家 lその経営はあまり

1it:r)1していない）の創同上り、既成のノ［、企業家の中規模

イlご／ 、の促進の中に求め＇＇れなければた：＼ないむ

'Jl 4章（小企業援助の｛也の沼 )I；お）←ーでは，技術援

山、資金援助，マーケノ子 i／ゲJtllJJ，労働者教育，原

料・電力の優先供給，新企業新設指導のG項目につし、て

検討されるが，その観点、として，小企業が単に小規模で

経済力が低し、ゆえをもりて援助されるべきではなャ，と

いうことが貫かれる。最も弱く最も非能率的な生産者が

援助されるのは，資本主義，社会主義双方の悪い市だけ

をとった政策であり，この傾1,,11士，悼式I~：の低利による資

金の供給，原材料の優先供給，マーケソトの優先的・悉

書評

；＠＇：的配分等の政策にみられるけこれに対して，自由競争

を導入し，摩擦的な事情による小企業の諸困難をとり除

き，真に能率の高い企業が，能率を高め，規模を拡大で

きる方策を王室視せねばならないと結論する。

狙

n 1－.のゴとく，一貫したアプロー子で議論を展開して
、ぜ／，，

Lかしながら，中規模企業についての考察が十分でな

いために説得力に欠ける面のあることを指摘せねばなら

なヤ。その層が薄いということの論拠は，主として諸外

閣の規模別企業分布との比較でな主れ，現実の手l]l問率や

、＇＇'Jmiしている問題や，歴史的に形成されたインド経済・

計三：構匙ーと発展水準自体がその発展を強く阻んでいなヤ

のかどうかの問題などを検討せずに，中企業のメリット

を必定しているからである。

主＇＇に li¥l題とされねばならなぜ、ことl士、著r.たちが重
視せよと主張する能率“e伍ci巴ncy”の問題であろう。摩

擦が］諸困難を取り除いた上で自由競争の下で実現される

利潤がおそらくその評価の基準なのであろうが，あまり

にも歴史的・国際的環境のきびしく複雑なインドにおい

ては，それを機動閃にした発展を通じて近き将来に原材

料不足が解消して国民経済がノく弓〆スをど》て急速に発

IJ( Lうる保障はなL、。現に，← W,Jをあげ＇ilff，デモンス

トしー／ヨン効果がきわめてi日j＼、広大なイ ／ドでは，あ

ん，）；る新栴仏は一定の需要を確保Lうるのであり，しば

Uf不要；F急Lの消費財生産企業が両手lj，慨をあげているの

である。にもかかわらず一一何を経済発展の基本的動因

とするかの議論は別として一一小企業政策の不合理な而

の存在を鋭く指摘していることは高く評価されよう。

そこで，つぎの設聞をせねばならないであろう。一一一

たEえある樟の小企業特恵政策が理論的に不合理だとさ

れても、それをどうしても続けざるをえない！：うな政治

的・任会的構造が存在するのではないかリイ〆ドの経済

,JITt1iff1J・'jミ施過程はすぐれて政治的であるからである。

符't,'t~t ） の非難するこの不経済hiWlif1i ；士， J1えii_i:における

慢性的食栂不足による政治的不安定性の下で，現実には

もっと強化されてゆくかもしれなし、。インド経済計画の

矛，nの一つである。本書はこの点を明確にするとし、う意
義，著者たちの意同せざる意義も十分もっているわけで

ある3

（調査研究部南アン 7ぷjiヤ十 伊藤TE二〉
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